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要約：本研究では，大規模化が進むモンゴル国の小麦生産農場における経営の生産性について総合生産性分
析を用いて実証的に分析した。調査対象は，企業が経営する 40 農場で，2010 年に得られた経営データを分
析に用いた。分析では，経営規模を作付面積によって 250 ha 未満を第 I 階層，250～500 ha 未満を第 II 階層，
500～1,000 ha 未満を第 III 階層，1,000 ha 以上を第 IV 階層として分析対象農場を分類し，生産性の階層間
格差を検討した。小麦の単収は，第 I 階層と第 II 階層は 1.4 t/ha であり，第 III 階層及び第 IV 階層の 1.7 t/
ha 及び 1.6 t/ha との間に統計的な有意差が認められた。労働生産性は，第 I 階層の 0.13（t/ 時間）から第
IV 階層の 0.26（t/ 時間）へと約 2 倍に増加していた。すべての要素投入を用いて算出した総合生産性比率
の分析では，第 I 階層を 100.0 として，階層順に 114.6，125.2，129.7 の値が得られ，第 IV 階層は第 I 階層
の約 1.3 倍の値を示した。この結果は，モンゴルにおける小麦作経営では，規模拡大により経済的利益が増
大することを示すものである。さらに，生産要素の総合生産性向上に対する寄与率は，大規模経営の第 IV
階層で光熱動力費が最も大きく 127.5%，次に労働費の 46.6％であった。
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1．　緒　　　言
　本研究では，モンゴルにおける小麦生産農場を対象とし
て，小麦作経営の生産性について総合生産性分析を用いて
実証的に評価した。1990 年の市場経済移行のあとモンゴ
ルの小麦国営農場はすべて民営化されたが，旧ソ連からの
農業機械や種子の供給が停止し，さらに潅漑施設は国家に
よる維持支援がなくなったためほとんど機能しないという
事態に陥った。そのため，単位面積当たりの収量は，カザ
フスタンやカナダなど気候条件が類似している国と比較し
て，2000 年から 2007 年までの平均値でカザフスタンの約
1/2，カナダの約 1/3 の水準であったと指摘されている1）。
また，国全体の小麦生産量は 1980 年代の生産量に比べて
2000 年には 5 分の 1 までに低下した。これらの状況を改
善するため，モンゴル政府は 2008 年より経営規模拡大支
援を目的に「第三次農業振興計画」を実施し，2007 年に
は 12.1 万 ha であった穀物作付面積は 2010 年に 25.9 万 ha
まで拡大した。その結果，2014 年では，小麦の生産量は
国内需要を満たすまでに増加し，その余剰分は海外輸出さ
れている2）。経営規模拡大支援策としては，一経営体当た
りの耕地面積の上限を 2 万 ha に引き上げることや，農業
機械に係る輸入税と VAT（付加価値税）廃止などが実施
された。その結果，大規模経営体が多数出現し，大型生産
農場での小麦生産体制が整った3）。これらの大規模農場で
の小麦作経営の特質と土地生産性，労働生産性などはすで
に著者ら4）が報告しているが，これらの評価は物的投入要
素に基づく限られたものであり，経営全体の生産性を表す
ものではなかった。さらに，生産に直接関わらない農業施
設や燃料費など他の資本投入要素の影響や配分率などを評
価する場合は，貨幣価値に基づく同一基準で評価する必要
がある。
　そこで本研究は，モンゴルにおける小麦作経営の経営実
態を総合生産性分析で明らかにし，経営規模が異なる農場
の農場全体の生産性を比較検討するとともに，各投入要素
の生産性に対する影響を分析する。
2．　小麦生産農場の経営概要
　本研究では，小麦生産農場の経営実態を実証的に分析す
るために，図 1 に示したモンゴルの作物生産の中心地域で
あるセレンゲ県で小麦生産をおこなっており，経営データ
が分析可能な 40 農家を選定し，2010 年に経営調査を実施
した。この地域では灌漑設備は稼動しておらず，すべて天
水を利用した小麦栽培が行われている。調査対象経営を作
付面積が 250 ha 未満を第 I 階層，250 ha から 500 ha 未満
を第 II 階層，500 ha から 1,000 ha 未満を第 III 階層，さら
に 1,000 ha 以上を第 IV 階層として分類し，経営規模ごと
の生産性を比較検討した。モンゴルの小麦作経営は保有す
る大型機械，特にトクラク台数に依存して経営規模が拡大
*
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する傾向にあり，トラクタ 1 台当たり 100 馬力を想定した
場合，作業面積の限界が概ね 250 ha とされている現状5）
などを考慮して階層化をおこなった。調査農場の概要は表
1 に示したとおりである。小麦の単位面積当たりの収量は
第 I 階層で約 1.4 t/ha であり，第 III 階層及び第 IV 階層の
1.7 t/ha 及び 1.6 t/ha とはいずれも統計的な差が認められ
た。第 III 階層以上では統計的な差は認められたものの平
均値に大きな差は見られず，規模拡大に伴って単収が増加
する傾向は認められなかった。トラクタ並びにコンバイン
の台数は作付面積が概ね約 250 ha 当たり約 1 台を保有し
ている実態が確認された。各階層の労働力はすべて雇用労
働者と季節労働者であり，1 農場当たり小規模の 4.6 人か
ら大規模の 11.6 人まで増加している。また総労働時間で
小麦生産量を割って求めた労働生産性（t/ 時間）は，0.13
から 0.26 となっており，第 IV 階層では第 I 階層の 2 倍に
なっている。先行研究4）においても，小規模経営では農業
機械の保有台数が少なく，トラクタの能力も 80 馬力まで
の中型以下が約 70％を占め，その分，労働者を多めに雇
用している傾向がある。作付面積 100 ha 当たりの労働者
数で比較すると，第 I 階層から順に，3.9 人 /100 ha，2.0
人 /100 ha，1.5 人 /100 ha，0.9 人 /100 ha となり，小規模
経営階層ほど単位面瀬当たりの労働者数が多く，大規模の
4 倍以上の人数を雇用している実態が明らかになった。
3．　総合生産性分析
　生産性とは，要素投入と生産量の関係によって，要素投
入の効率性を示す概念である。小麦作経営では，分母の投
入として土地や労働など物的投入要素を用いた土地生産性
や労働生産性を使用することが多い。これらの投入要素に
は生産に必要な農業機械や施設などの資本財を含んでいな
い。また，労働生産性には使用する農業機械の性能など生
産要素の代替効果が影響を与え，指標としてバイアスを含
んでいる6）との指摘もあり，このような問題を回避する上
でもすべての投入要素を考慮する総合生産性を計測する必
要がある。
　総合生産性は「総要素投入と総生産量の比率」として表
すことができるが，本研究では次の計算方法（1）にした 
がって総合生産性分析7）を行った。式（1）では，投入要
素の費目 i の価格を pi，要素投入量を qi とし，それぞれの
要素の第 I 階層の価格及び投入量の平均値を基準値 pi
A 及
び qi
A として，各農場の費用比率，価格比率，要素投入量
比率を求めた。式（1）の左辺はその費用比率の逆数で，
右辺第一項は価格比率の逆数，第二項は要素投入比率の逆
数を示す。
　1/（ Σpiqi ΣpiAqiA）＝｛1/（
Σpiqi
A 
Σpi
Aqi
A）｝＊｛1/（ Σpiqi ΣpiqiA）｝ ・・・（1）
　総合生産性比率は要素投入比率の逆数で表され，この値
が大きいほど生産性が高い。分析で用いる生産要素投入額
の単位はモンゴル通貨のトゥグルグ（以下，tug，モンゴ
ル銀行の為替レートによれば，調査を実施した 2010 年に
1 tug は 15.8 円に相当する）で示した8）。
⑴　生産要素投入額
　各農場の生産要素投入について経営規模間で比較するた
め，小麦生産費の要素投入額と第 I 階層を基準値（100）
とした比率を表 2 に示した。投入要素は，表 1 でみた単収
に階層間格差があるため，投入量の差をより鮮明に表すた
めと，各階層における生産費の構成を正確に知るために，
ha 当たりの費用として示した。各要素投入額には，種苗費，
表 1　小麦生産農場の概要
図 1　調査対象地域
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肥料費，農薬費，光熱・動力費，賃借料，建物修繕と償却
費，農機修繕費と部品代，農機減価償却費などの物財費と
その他，物件税及び公課諸負担，生産管理費，労働費など
生産にかかわる全ての生産要素を含む。表 2 より，小麦生
産費のなかで種苗費，光熱動力費，労働費などの投入額は
いずれの階層でも大きな割合を占めている。また各要素投
入額に階層間格差が見られ，事前調査よりその格差要因を
考察すると，光熱動力費には燃料費が含まれるため費用の
中で最も大きな割合を占めている。また，農業機械の大型
化や更新によって作業の効率化が図られ，単位面積当たり
の作業時間が減少することによって大規模ほど逓減し，階
層間に明確な差が存在している。逆に農機減価償却費は大
規模ほど増加しているが，これは経営規模の大きな農場ほ
ど農業機械の更新を進め4），その結果農機減価償却が増加
している。建物修繕と償却量は，他の生産要素に比べ投入
額は少ないが，第 IV 階層の単位面積当たりの投入額は第
I階層に比べて1/20倍に減少している。労働費については，
雇用労働が一般的であるが，小規模農場ほど保有機械が少
ないこともあり，播種や収穫作業に雇用労働に依存しなけ
ればならない状況が現れている。
　以上の費用合計額は第 I 階層では 400.6 千 tug/ha，第 II
階層では 364.5 千 tug/ha，第 III 階層では 356.3 千 tug/
ha，第 IV 階層では 321.2 千 tug/ha であり，大規模ほど減
少しており規模の格差は明確に存在していると考えられる
（モンゴル通貨の tug と円為替レートは 2010 年 9 月時点で
1 tug は 15.8 円に相当する）。第 I 階層の要素投入額を基準
値（100％）として費用合計比率を比較すると，第 II 階層
は 91.0％，第 III 階層は 89.0％，第 IV 階層は 80.2％であり，
規模拡大によって生産費用は減少していることが分かる。
次に，費用比率の階層間格差が投入量の差によるものかど
うかを検証するため，第 I 階層の価格を基準単価として求
めたすべての階層の投入量比率を表 3 に示した。共通費用
単価を求めて計算したこの値は，実質的な投入量の差異を
示すと考えることができる。階層間における実質的な投入
量の比率は表 2 の投入額比率と同様の傾向を示したが，種
苗費の比率は階層間格差が減少した。逆に，生産管理費は
階層間格差が拡大し，第 III，第 IV 階層では第 I 階層の約
15％に減少した。
　⑵　総合生産性の比較
　以上，これまで算出した生産要素の費用比率と実質的な
投入量比率，さらに価格比率を求めて式（1）により総合
生産性比率を求めた。その結果は表 4 に示すとおりである。
実質的な投入量比率の逆数は総合生産性比率を表す。
　表 4 より，1/ 価格比率では各階層の差異はほとんど認
められないことから，階層間の要素投入額には価格の影響
はほとんどないことが分かる。これに対して総合生産性比
率は大規模階層ほど大きく，第IV階層では第I階層の約1.3
倍の値を示した。この結果から，小麦生産経営では規模拡
大によって総合生産性が向上し経済的利益が増大すること
が分かる。この結果は矢元・泉田（2008）6）が報告したカ
ザフスタンにおける小麦生産経営の規模拡大要因と同様の
表 2　小麦 1 ha 当たり要素投入額と規模階層ごとの投入比率
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結果であるが，本研究では，第 III 階層と第 IV 階層で生
産性はほとんど変わらず，かえって減少傾向も見られるこ
とから，1,000 ha 以上の経営規模では投入に対する経済的
利益が増加せず，現在の機械・作業体系レベルでは 1,000 ha
規模が限界であることが示唆された。
　⑶　階層別生産要素投入量格差における各生産要素の寄
与度
　小麦生産農場の階層間で総合生産性比率に大きな格差が
見られたが，どのような生産要素が生産性に寄与している
かを分析した。矢元・泉田（2008）を参考に式（1）の右
辺第二項で示した要素投入量比率（総合生産性比率の逆数）
を次式（2）のように分解する。
　
Σpiqi 
Σpiqi
A＝Σi［ piqi
A 
Σjpjqj
A＊
qi  
qi
A］＝Σi mi＊ qi  qiA ・・・（2）
　ここで，
piqi
A 
Σ
j
 pjqj
A＝mi とおくと，これは生産要素 qi が生産
費用全体に占める生産要素のシェア（mi）の平均を示す。
また
qi  
qi
A＝1＋σi とおくと，Σi mi＝1 より式（2）の右辺は次
式（3）で示すことができる。
　Σ
i
mi＊
qi  
qi
A＝Σi mi（1＋
σi）＝1＋Σ
i
miσi ・・・（3）
　ここで，σi＝
qi  
qi
A－1 であり，σ は投入要素ごとに第 I 階
層の基準要素投入量を１としたときの各階層の要素投入量
qi の増減割合を表したもので，σ が正の値のときは投入量
が増加し，負の値のときは減少したことを示す。また，
miσi は，各階層ごとに求めた費用全体に占める投入要素比
率に第 I 階層の要素投入量を基準とした各階層の投入要素
比率の増減割合を乗算することによって，当該階層の要素
表 4　経営規模階層別の総合生産性比率
表 3　要素投入量比率
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投入比率の差異を要素投入増減効果として表すことができ
る。したがって，この miσi 値の合計に対する各要素投入
の miσi 値は，生産効率に対する要素寄与率として次式（4）
で表すことができる。
　寄与率＝
miσi 
Σmiσi
×100 ・・・（4）
　この寄与率は 1 ha を単位として小麦を生産する上で要素
投入量をどの程度抑制すか，逆の表現をすれば総合生産性
をどの程度向上させるかを表す値である。負の寄与率は第
I 階層に比べてより多くの生産要素投入量を要求している
ことになり，総合生産性を低下させる原因となる。表 5 に
階層別各要素の全要素投入量に対するシェア mi と比率増
減割合 σi，増減効果 miσi，寄与率を示した。まず，各要素
投入量シェアは，各階層とも同様の傾向を示しており，燃
料費を含む光熱動力費が 32～40％，次いで種苗費が 23～
30％を占めていた。階層間で違いが見られた要素は，農機
修繕費と部品代で 6～11％，農機減価償却費の 3～7％で，
いずれも規模が大きくなるにつれて増加した。農機減価償
却についてはすでに述べたように，大規模農場では農業機
械の更新が進んでおり，その影響と考えられる。労働費に
ついては，13～9％へ規模の拡大に伴って減少していた。
　次に，これらの要素の寄与率については，第 I 階層のシェ
アを基準に算出しているため，第 2 階層から表されている。
表 5 より，寄与率が最も高かった要素投入は光熱動力費で
あり，第 II 階層から第 IV 階層までの順に 42.4％，85.4％，
127.5％を示し，大規模階層ほど光熱動力費投入比率を低
く抑え，総合生産性向上に寄与していることが明らかに
なった。次いで寄与率の大きな要素投入比率は労働費で，
同様の順に 30.0％，34.2％，46.6％であった。要素投入比
率の高い種苗費の寄与率は 0～12％と低く，第 IV 階層で
は－1.7％で示し生産効率に寄与していなかった。負で大
きな寄与率を示した要素投入は，第 IV 階層の農機修繕費
と部品代の－30.8％，機械減価償却費の－68.1％であった。
機械減価償却費は第 III 階層でも－50.9％の値であり，大
規模階層ほど農業機械に関わる修繕費や減価償却費が大き
く，生産量を押し上げることによって総合生産性を低下さ
せる要因となっていた。
　以上のことから，小麦生産農場の生産性向上に効果を示
した要素投入は光熱動力費であり，次いで労働費であるこ
とが明らかになった。
4．　考　　　察
　本研究では，第三次農業復興計画の支援により規模拡大
が進むモンゴルの小麦生産農場を対象に，規模拡大の要因
を総合生産性分析によって検討した。その結果，経営規模
が拡大するとともに総合生産性が増加し，規模拡大が経済
的動機にもとづくことが明らかになった。さらに，第 I 階
層（小規模）に対する大規模農場の各要素投入量比率の相
対的減少効果を寄与率として求め，総合生産性比率が向上
した要因を分析した。その結果，総合生産性比率の向上に
最も寄与した要素投入は光熱動力費であり，次いで労働費
であった。また，いずれも大規模経営の第 IV 階層で最大
になっていた。光熱動力費の生産性向上に与える効果は，
光熱動力費に燃料費が含まれていることから，農業機械の
作業効率が高くなり単位面積当たりの燃費効率が向上した
ことによるものと考えられる。著者らの先行研究4）でも，
同一地域の大規模農場におけるトラクタの更新率（2000
年以降）は約 50％で小規模農場の 18％に比べ 2.8 倍も高く，
また価格も 2 倍以上で作業効率の高い大型機械の導入が進
んでいることを示しており，農業機械の作業効率の向上が
生産性向上に大きな影響を与えていると評価される。同様
に，農作業の効率化は，単位面積当たり雇用労働者数を減
少させ，労働費の投入比率を低減させたと考えられる。
　比較的大きな負の寄与率を示した要素投入は，農機減価
償却費と農機修繕費と部品代であり，総合生産性比率の向
上には逆の抑制効果を示した。しかしながら，第 IV 階層
における両者の寄与率の合計は約－90％で，一方，正の効
果を示す同階層の光熱動力費の寄与率は 127％を示してい
ることから，農業機械の減価償却費や修繕費の増加は，総
合生産性比率を一方的に低下させるまでの影響度はなかっ
たといえる。
　種苗費については，各階層とも費用合計に対する投入比
率が 20％から 30% を占める生産費目であるが，各層間の
要素投入比率に対する寄与率は小さく，規模拡大に伴う総
合生産性比率に与える影響はほとんど認められなかった。
種子費は，調査農家での種子調達方法が自家採取か購入種
子によって単価に差があり，その調達割合も農場によって
異なる。また，種子の品質についても不明な点が多いため，
今後，経済的影響の評価と同時に種子の生産性に対する詳
細な分析も必要である。
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Summary：This research aims to clarify the characteristics of large-scale wheat production farms and to 
determine the factors affecting their productivity using total factor productivity analysis. Data was col-
lected through interviews and questionnaire surveys of 40 farms located in the central area of Mongolia 
in 2010. The farms were classified into four size groups by farm scales. The average yield of the first 
group (less than 250 ha) and second group (250 ha - less than 500 ha) was 1.4 t/ha. However, the third 
group (500 ha - less than 1,000 ha) and fourth group (1,000 ha and above) had an average yield of 1.7 t/ha 
and 1.6 t/ha, respectively. In addition, labor productivity increased twice from 0.13 t/hr for the first group 
to 0.26 t/hr from the fourth group. Based on total factor productivity analysis, the economic benefits 
seemed to also increase as the farm scale increased. The first group was set at 100, the following values 
of 114.6, 125.2 and 129.7 were obtained from the second group to the fourth group, respectively. This 
shows that the value of the fourth group is 1.3 times of the first group. It was confirmed that land utiliza-
tion can be maximized in large-scale farms. Main factors affecting productivity and their respective con-
tribution rates were fuel and power cost at 127.5%, and labor cost 46.6%.
Key words：wheat production, farm scale, productivity, total factor productivity analysis, contribution rate
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